
第２章 高知県の教育等の現状と課題 

１ 人口減少、少子化、高齢化の進⾏ 

本県の人口は、1956 年（昭和 31 年）の 88 万３千人をピークに、高度経済成長期における

大都市圏への大幅な人口流出などの影響により減少を始め、1970 年（昭和 45 年）に一旦は下

げ止まり増加に転じたものの、出生数の減少などの影響により 1986 年（昭和 61 年）に再び

減少に転じ、2015 年（平成 27 年）には 73 万１千人となっています。 

本県では、平成２年から、全国に約 15 年先行する形で、出生数が死亡数を下回る人口の自

然減の状態が続いています。出生数が減少した要因としては、高度経済成長期などを中心とし

て多くの若者が県外に流出し、若い女性の数そのものが減少したことと、非婚化・晩婚化の進

行、経済的な理由、子育てに対する負担感の増大などによる出生率の低下が挙げられます。 

また、転出が転入を上回る人口の社会減は、平成 13 年から 14 年連続で続いており、特に、

15～24 歳の若者の県外への転出が多くなっています。 

こうした状況を背景に、０歳から 14 歳までの年少人口と 15 歳から 64 歳までの生産年齢人

口は減少する一方で、65 歳以上の老年人口は増加を続けており、全国に約 10 年先行して高齢

化が進んでいます。 

「人口減少が経済規模の縮小を引き起こし、それが若者の県外流出につながり、ますます過

疎化・高齢化が進行することで、少子化が加速し、更なる人口減少につながる」という負の連

鎖を招いています。県ではこうした状況の改善に向けて、「高知県まち・ひと・しごと創生総

合戦略＜平成 27年度版＞」を策定し、「地産外商が進み、地域地域で若者が誇りと志を持って

働ける高知県」の実現を目指して各分野での取組を積極的に進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「国勢調査」 

■高知県の人⼝及び年齢３区分別⼈⼝の推移 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

■⾃然増減と合計特殊出⽣率の推移 

■社会増減の推移 

■年齢階級別の社会増減の状況（2014年（平成 26年）） 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

２ 子どもたちの知・徳・体について 

（１）知の分野について 

①小・中学校の学⼒について 

県教育委員会では全国と比較して厳しい状況にあった本県の子どもたちの知・徳・体の向上

に向けて、平成 21 年９月に「高知県教育振興基本計画」を、平成 24 年３月には「高知県教育

振興基本計画重点プラン」（以下「重点プラン」という。）を策定し、学力については「小学校

の学力は全国上位に、中学校は全国平均まで引き上げる」ことを目標に掲げ、さまざまな取組

を進めてきました。 

その結果、平成 27 年度の全国学力・学習状況調査の結果において、小学校の学力は、国語

の基礎知識を問うＡ問題で全国平均を 3.4 ポイント上回るなど、全国上位にまで向上してきま

した。 

一方で、小・中学校ともに、思考力・判断力・表現力などを問うＢ問題に関しては弱さが見

られますし、中学校の学力は、国語・数学ともに全国平均を下回っており、平成 19 年度から

続いていた学力の改善傾向も、平成 25 年度からは足踏み状態が続いています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②高等学校の学⼒について 

H19 H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27

国語A -3.5 -3.6 -2.8 -2.5 -2.6 -2.1 -2.2 -2.5

国語B -8.0 -6.1 -4.7 -4.3 -1.7 -2.6 -3.3 -2.9

数学A -9.1 -8.6 -6.2 -5.1 -3.8 -4.4 -4.7 -4.5
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※平成 22・24 年度は抽出調査、平成 23 年度は東日本大震災の影響により全国調査は未実施 

 

  ◇本県と全国の平均正答率の差(教科、問題別) 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

②高等学校の学⼒について 

公立高等学校卒業者の進路の状況については、平成26年度の４年制大学進学の割合は30.4％

と前年に比べ 3.8 ポイント増加し、進路未定の割合は 8.0％と前年に比べ 3.0 ポイント減少し

ています。また、就職内定率が着実に改善してきたことにあわせ、県内就職者の割合も上昇傾

向にあり、平成 24 年度以降は 60％を超えています。 

一方で、県立高等学校 36 校で実施した平成 27年度学力定着把握検査の結果をみると、学習

内容が十分定着しておらず、進学や就職の際に困難が生じることが予測される生徒の割合（以

下「Ｄ３層の生徒の割合」という。）が、９月に行われた２回目の調査では、１年生は全体の

19.6％、２年生は 13.5％という厳しい状況となっています。また、１日の家庭学習時間につい

ては、２年生の 46.3％が「ほとんど学習しない」と回答しています。高等学校に入学すること

が目標となって、学ぶことの意義や将来の目標を持てていない生徒が多いことが、このような

状況につながっているものと思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公⽴⾼等学校卒業者（全⽇・定時・通信制）の進路状況 ※就職については高知県就職対策連絡協議会

調べ、進学については高知県進学協議会

（H24 まで）、高等学校課（H25 以降）調べによ

る 

※就職率・進学率は、公立高校卒業生全体に

占める割合 

※進路未定には、具体的な進学・就職先が未定

の生徒、パート・アルバイト等の生徒も含む 

高知県就職対策連絡協議会、高知県進学協議会、高等学校課調査 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 
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※県⽴⾼校 36 校（全日制及び昼間部）で実施 

※数値は学⼒定着把握検査Ⅰ（30校）と学⼒定着把握検査Ⅱ 

（高１：1・2 回目 6 校、高 2: 1・2 回目 5 校）の結果を 

合わせたもの 

※1 回目は 4 月、2 回目は 9 月に実施 

※評価尺度である学習到達ゾーンの内容は下表のとおり 
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■平成 27年度学⼒定着把握検査結果 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

（２）徳の分野について 

重点プランでは、暴力行為や不登校、中途退学の状況について、全国平均まで改善すること

を目標に、キャリア教育や道徳教育をはじめ、子どもに内在する力や可能性を引き出すことに

力点を置いた生徒指導を推進してきました。 

平成 26 年度の全国調査の結果をみると、高等学校の不登校や中途退学については一定改善

がみられますが、暴力行為や小・中学校の不登校が増加傾向にあるなど、依然として厳しい状

況が続いています。 

暴力行為は、全国平均を上回る状況で推移しており、特に中学校で多く発生する状況が続い

ています。また、小学校においても急増しており、暴力行為の低年齢化が危惧されています。 

不登校は、学年が上がるにつれて増加する状況が続いており、特に中学校１年生で急増する

傾向にあります。 

いじめの認知件数は、平成 24 年度に他県で発生したいじめ事件をきっかけにいじめに対す

る教職員の危機感が高まってきたことで増加し、その後は一定の水準で推移しています。 
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■児童⽣徒の問題⾏動等⽣徒指導上の諸問題に関する調査結果（H19〜26年度） 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

（３）体の分野について 

小・中学校の体力・運動能力については、平成 20 年度の全国体力・運動能力、運動習慣等

調査の結果において、男女ともに全国最低水準でしたが、平成 27 年度の調査結果では、小学

校は男子、女子ともに重点プランの目標である全国平均を初めて上回り、中学校男子もほぼ全

国平均に達しています。中学校女子についても、全国平均には届いていませんが、過去３番目

に高い結果となっており、全体的にみて上昇傾向にあるといえます。 

しかし、小・中学校ともに１週間の総運動時間が全国と比べて少ないなど、運動習慣が十分

に定着していない状況がみられます。特に、中学校女子では、１週間の総運動時間が 60 分未

満の生徒の割合が全国平均よりかなり高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■全国体⼒・運動能⼒、運動習慣等調査結果（H20〜27年度） 

※平成 23 年度は東日本大震災の影響により全国調査は未実施 

※数値は T 得点（全国平均＝50） 
◇体⼒合計点（８種目の実技の総合点）の推移 

高知

全国

◇1 週間の総運動時間が 60 分未満の児童生徒の割合（H27 年度）  
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

３ 子どもたちを取り巻く厳しい環境について 

日本における子どもの貧困率は、平成 24 年には 16.3％（子どもの約６人に１人）と過去最

悪の状況になっています。生活保護被保護率や、就学援助率、ひとり親世帯比率等が全国平均

を大きく上回る本県では、家庭が厳しい経済状況にある子どもの割合は更に高いことが推測さ

れます。（※ひとり親家庭の貧困率は子どもがいる現役世帯全体の貧困率の約４倍と厳しい状況にあります。） 

こうした家庭の厳しい経済状況や生活環境等を背景として、県内では多くの子どもたちが、

学力の未定着やいじめ、不登校、虐待、非行といった困難な状況に直面しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※子どもの貧困率  

17 歳以下の子供全体に占める、貧困線（等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した

所得）の中央値の半分の額）に満たない 17 歳以下の子供の割合 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

４ 学校と地域との連携について 

子どもたちを取り巻く環境が厳しさを増す中で、学校が抱える課題も多様化・複雑化してお

り、学校だけでは解決が困難な状況が出てきています。こうした状況の中では、学校と地域が

連携して、社会全体で子どもたちを見守り育んでいくことが必要です。 

このため、県ではこれまで学校と地域が一体となった教育支援の展開に向けて学校支援地域

本部の立ち上げ支援や、放課後児童クラブ等の子どもたちの放課後における安全で安心な居場

所づくりに取り組んできました。 

平成 27 年度は、25 市町村に 92 の学校を支援する 43 の地域本部が設置され、地域の方々の

参画により、学習支援や登下校時の安全指導、環境整備等の教育支援が充実してきています。 

また、平成 26 年度に小学校の 92％、中学校の 46％に設置された「放課後子ども教室」「放

課後児童クラブ」「放課後学習室」などの安全・安心な居場所で、さまざまな体験・交流・学

習活動が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 就学前の教育・保育について 

本県の保育所・幼稚園に入所・入園している乳幼児のうち、82％が保育所、18％が幼稚園を

利用しており、全国と比べて保育所の利用割合が高くなっています。また、保育所に入所して

いる乳幼児の 53％は私立保育所を、幼稚園に入園している幼児の 73％は私立幼稚園を利用し

ています。 

各園では、保育所保育指針・幼稚園教育要領等を踏まえた具体的な指導方法に基づく教育・

保育が十分に実践されていない状況がみられます。 

また、就学前と小学校の教育の違いが保育者や教員に十分に認識されておらず、このことが

小学校入学後に、集団行動ができない、授業中に座っていられないなどといった、いわゆる小

１プロブレムにもつながっていると考えられます。 

さらに、発達障害等の特別な支援が必要な乳幼児の増加や障害の多様化が進んできたことで、

保育者には、より専門的な指導・支援方法の習得が求められるようになってきています。 
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６ 南海トラフ地震対策について 

近い将来、高い確率で発生することが予想されている南海トラフ地震に備えて、県では学校

施設等の耐震化などハード面の対策と、防災教育の充実などソフト面の対策を積極的に推進し

てきました。 

県立学校の耐震化については、平成 28 年度の早期に完了します。また、平成 27 年度末で、

市町村立学校については 95.0％、保育所・幼稚園等については 88.1％の耐震化率となります。 

県が作成した「高知県安全教育プログラム」を使用した防災教育は、さまざまな時間を活用

して、全ての学校で実施されていますが、防災教育そのものは教育課程上の位置付けがなく、

授業時間の確保が難しいこともあり、平成 26 年度においては、県が独自に小・中学校で目標

設定した年間５時間以上の防災の授業を全学年で実施している学校の割合は、小学校は 62.2％、

中学校は 70.4％、高等学校で目標設定した年間３時間以上については 54.1％にとどまってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■児童の保育所・幼稚園の利⽤状況（H26年度） 

保育所運営状況等調査、学校基本調査    
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■「安全教育プログラム」（平成 25年 5⽉全教職員配付）を使⽤した防災教育の実施率 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

７ 学校・教職員について 

（１）児童生徒数の減少に伴う学校の統廃合等について 

少子化の進行や転出人口の増加に伴い、県内の児童生徒数は減り続けています。平成 18 年

に 76,474 人であった公立小・中・高等学校の児童生徒数は、平成 27 年５月現在、63,580 人ま

で減少しています。さらに平成 32 年には約 57,500 人まで減少することが予測されています。 

児童生徒数の減少に伴い、県内では学校の統廃合が進んでおり、公立小・中学校の数は、平

成 18年から平成 27 年までの 10 年間で 77 校減少しています。 

県立学校については、平成 26 年度に策定した「県立高等学校再編振興計画」に基づき、須

崎工業高等学校と須崎高等学校及び高知南中学校・高等学校と高知西高等学校の統合に向けて

取組を進めています。 

児童生徒数が更に減少していく中で、それぞれの地域の実情も踏まえながら、各学校の教育

の質の維持・向上を図るために、小規模校が抱える課題を克服していくことなどが必要となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校

中学校

高等学校

■公⽴⼩・中・⾼等学校の児童⽣徒数の推移 

小・中学校について 

※平成 17～27 年度は各年度 5 月 1 日現在の児童生徒数 

※平成 28 年度は平成 27 年 9 月 10 日現在の推計値 

※平成 29～32 年度は平成 27 年 5 月 1 日現在の推計値 

高等学校について 

※数値は全日制、定時制、通信制（併修制含む）の総生徒数 

（各年度 5 月 1 日現在の児童生徒数） 

※平成 28～32 年度は平成 27 年 5 月 1 日現在の推計値 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

（２）教職員の⼤量退職・⼤量採⽤について 

平成 27 年５月現在、県内の公立学校の教職員数は 6,709人となっており、そのうち、50歳

以上の占める割合は約 51％で、40歳未満は約 22％という偏った年齢構成になっています。 

小・中学校は平成 27 年度から退職者が大幅に増加し、平成 28年度から平成 36 年度までは、

平成 33 年度をピークに毎年 200 人以上が退職する見込みとなっています。また、高等学校・

特別支援学校においては、平成 33 年度から平成 37 年度までの間は毎年 100 人前後が退職する

見込みです。 

このように、本県は教職員の大量退職・大量採用時代を迎えており、大量採用によって急増

していく若手教員の資質・指導力の向上が急務となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 生涯学習について 

本県の生涯学習の状況について、平成 25 年度高知県県民世論調査の回答結果をみると、最

近１年間で行った生涯学習の内容について、「健康・スポーツ（健康法、医学、栄養、ジョギ

ング、水泳など）」が最も多く(24.1％)、「趣味的なもの（音楽、美術、華道、舞踊、書道、レ

クリエーション活動など）」(18.9％)、「教養的なもの（文学、歴史、科学、語学など）」が 9.3％

と続いていますが、「生涯学習をしたことがない」が 35.3％と多くの割合を占めています。 

生涯学習の振興を図るためには、それぞれの市町村、地域の団体、生涯学習機関等が活性化
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■県内公⽴学校の教職員数※  
※校⻑、副校⻑、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭（実習助⼿、寄宿舎指導員、充て指導主事、 

再任用職員含む） 

県内公⽴学校の教職員総数 6,709 人（H27.5.1 現在） 

50 歳以上の割合 51.4% 

40 歳未満の割合 21.6% 

県教職員・福利課調査 

公⽴⼩・中学校  公⽴⾼等学校・特別⽀援学校  
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

し、県民に充実した学びの機会を提供していくことが求められます。 

しかし、社会教育の推進を中心的に担う社会教育主事や公民館主事の数は全国的にみても減

少傾向にあり、また、少子化や高齢化、核家族化等を背景として、本県の社会教育活動を支え

る人材や団体の基盤が弱ってきています。 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

９ スポーツについて 

（１）子どもの運動・スポーツ活動について 

本県の子どもたちの体力・運動能力は向上傾向にありますが、幼児期における遊びを通じた

運動経験の不足や、１週間の総運動時間が 60 分未満の児童生徒の割合が全国平均よりも高い

など、子どもたちに運動習慣が十分には定着していない状況にあります。 

（２）競技⼒について 

国民体育大会での総合成績が全国最下位になるなど、全体的に競技力は低迷しており、競技

力の向上を図る上で、優秀なジュニア選手を発掘し、中・長期的な視点に立って計画的に育成

する体制や、トップレベルの選手を更にレベルアップさせるための体制が必要となっています。

また、指導者の資質向上やスポーツ医・科学の活用など、選手や指導者を効果的にサポートす

る環境の整備も求められています。 

中山間地域では、全体的に中・高等学校に設置される運動部の競技種目が限定される場合が

あり、部活動の加入率も低下していることなどから、競技人口の減少がみられます。また、専

門的な指導ができるスポーツ指導者の不足やスポーツ施設が少ないことなどを背景に、活動で

きる競技が限られることや、身近な地域で継続的に運動やスポーツに参加する機会が少ないこ

と等の課題が生じています。 

（３）地域における運動・スポーツ活動について 

職場でのレクリエーション活動の促進や、子育て中でもスポーツに参加しやすい環境づくり

などの取組が十分に行われておらず、成人のスポーツ実施率、特に働き盛りの年代のスポーツ

実施率が他の年代に比べて低い状況にあるとともに、女性のスポーツ実施率が男性に比べて低

くなっています。 

（４）障害者スポーツについて 

障害者のスポーツ活動については、これまで、健康志向のレクリエーション的な活動が中心

であったため、競技力向上に向けた育成強化が組織的に行われていない状況にあります。 

障害者の生涯にわたる運動・スポーツ活動の基盤となる特別支援学校・学級の体育的活動に

ついては、障害の種別や程度によりさまざまな配慮が必要な場合が多く、より充実した活動を

行うためには、多様な視点からの工夫・研究が必要です。 

（５）スポーツ施設・設備について 

2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催に向けて、スポーツ熱が高まる中、競

技力の向上や、多様なスポーツ活動の広がりなどの観点から、安全で質の高いスポーツ活動が

実践できるよう施設や設備の整備が求められています。 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

＜参考：国の教育改革の動き＞ 

国においては、日本の教育が直面するさまざまな課題に対処するとともに、これからの社会

の変化を見据えた新たな教育を構築するために、平成 25 年１月に設置した教育再生実行会議

からの八次にわたる提言等を踏まえ、教育改革の取組を推進しています。 

 

（主な教育改革の取組） 

○道徳の教科化 

平成 27 年３月に道徳に係る学習指導要領が一部改訂され、小学校では平成 30 年度、中

学校では平成 31年度から、「考え、議論する」道徳科への質的転換を目指した「特別の教

科 道徳」（道徳科）が実施されることとなっています。 

 

 

○いじめ防止対策の推進 

平成 25 年６月に「いじめ防止対策推進法」が施行され、平成 25 年 10 月には「いじめ

の防止等のための基本的な方針」が策定されました。 

法施行後もいじめが関係しているとみられる子供の自殺が起きており、引き続き各学校

現場の意識改革、取組の徹底が課題とされています。 

国は、いじめを積極的に認知するよう通知等で指導助言しており、いじめの認知件数は

増加しています（平成 26 年度 188,057 件、前年度より 2,254 件増加）。今後も積極的な認

知を更に進め、法に基づく学校の基本方針や組織が実効的に機能するよう、取組状況の把

握、検証を進めることとしています。 

 

○教育委員会制度改革 

教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、首長との連携強化を図るとともに、

地方教育行政における責任の明確化等の見直しを図る観点から、「地方教育行政の組織及

び運営に関する法律」が一部改正され、平成 27年４月に施行されました。 

教育長と教育委員長を一本化した新教育長の設置により、第一義的な責任者が教育長で

あることが明確化されました。また、全ての地方公共団体に、首長が主宰し、首長と教育

委員をメンバーとする「総合教育会議」が設置され、首長が教育行政に果たす責任や役割

が明確になるとともに、首長が公の場で教育政策について議論することが可能となりまし

た。 

 

○高大接続改革 

平成 27 年 1 月に「高大接続改革実行プラン」が策定され、大学入学希望者の能力・意

欲・適性等を多面的・総合的に評価するための大学入学者選抜の見直しなど、知識の暗記・

再生に偏りがちで、「真の学力」が十分に育成・評価されていない傾向にある現状の高校

教育、大学教育、大学入学者選抜の一体的な改革に向けた体系的かつ集中的な取組を進め

ていくこととしています。 
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第第第第２２２２章章章章 高知県の教育等の現状と課題 

○小中一貫教育の制度化 

小学校と中学校の９年間の義務教育を一貫して行う「義務教育学校」を制度化する改正

学校教育法が平成 28年４月から施行されます。 

義務教育学校は地域の実情に応じ、学年の区切りを「４・３・２」「５・４」など、柔

軟に変更できることとなります。従来の「６・３」制は、中学校に進学した際にいじめや

不登校が増加する「中１ギャップ」や、子供の発達の早期化で、現状の学年の区切りでは

対応できていない点などが課題に挙げられていました。 

これらの課題解決や、学力の向上などのために、一部の自治体が既に小中一貫教育を実

施しており、制度化により一貫教育の浸透を図ることとしています。 

 

○次期学習指導要領の検討 

我が国の子どもたちがこれからの社会を生き抜いていく上で必要となる資質・能力の明

確化や、指導・評価の方法など、次期学習指導要領の改訂に向けた審議が行われています。 

平成 27 年８月に出された教育課程企画特別部会の「論点整理」では「学校教育法が規

定する三要素との関係を更に明確にし、育成すべき資質・能力の三つの柱に沿って各教科

の指導改善等が図られるよう、評価の観点については、『知識・技能』『思考・判断・表現』

『主体的に学習に取り組む態度』の３観点に沿った整理を検討していく必要がある」とし

ています。 
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